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１【提出理由】

2021年６月18日の当社第56期定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24条の５

第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本報告書を提出するもので

あります。

 

２【報告内容】

(1) 株主総会が開催された年月日

2021年６月18日

 

(2) 決議事項の内容

第１号議案 剰余金処分の件

　　　　　 期末配当に関する事項

　　　　　 イ　配当の種類

　　　　　　　 金銭

　　　　　 ロ　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　　　　　　　 当社普通株式１株につき金27円　総額1,009,354,176円

　　　　　 ハ　剰余金の配当が効力を生じる日

　　　　　　　 2021年６月21日

 
第２号議案 当社と株式会社エヌ・ケイ・ジェイ・ホールディングスの合併契約承認の件

当社を吸収合併存続会社、株式会社エヌ・ケイ・ジェイ・ホールディングスを吸収合併消滅会社とし

て、2021年７月１日を効力発生日として吸収合併する旨を定めた吸収合併契約を承認するものであり

ます。

 
第３号議案 取締役(監査等委員であるものを除く。)８名選任の件

福田 武、福田慎太郎、安田 守、徳山良一、高橋邦夫、原田康弘、大原嘉昭及び若松雅弘を取締役

(監査等委員であるものを除く。)に選任するものであります。

 
第４号議案 監査等委員である取締役４名選任の件

乾 新悟、山下義郎、小菅康太及び岡田貴子を監査等委員である取締役に選任するものであります。
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(3) 決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件並

びに当該決議の結果

 

決議事項
賛成数
(個)

反対数
(個)

棄権数
(個)

可決要件
決議の結果及び
賛成(反対)割合

(％)

第１号議案
剰余金処分の件

312,473 458 0 (注)１ 可決 99.85

第２号議案
当社と株式会社エヌ・ケ
イ・ジェイ・ホールディン
グスの合併契約承認の件

312,457 473 2 (注)２ 可決 99.85

第３号議案
取締役(監査等委員であるも
のを除く。)８名選任の件

   

(注)３

  

　福田　武 302,450 10,478 2 可決 96.65

　福田　慎太郎 302,793 9,964 173 可決 96.76

　安田　守 312,132 796 2 可決 99.74

　徳山　良一 312,134 794 2 可決 99.75

　高橋　邦夫 312,107 821 2 可決 99.74

　原田　康弘 312,155 773 2 可決 99.75

　大原　嘉昭 312,164 764 2 可決 99.76

　若松　雅弘 312,158 770 2 可決 99.75

第４号議案
監査等委員である取締役
４名選任の件

   

(注)３

  

　乾　新悟 312,277 650 2 可決 99.79

　山下　義郎 290,766 22,161 2 可決 92.92

　小菅　康太 312,135 792 2 可決 99.75

　岡田　貴子 312,320 607 2 可決 99.81
 

(注) １．出席した株主の議決権の過半数の賛成による。

２．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議

決権の３分の２以上の賛成による。

３．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議

決権の過半数の賛成による。

 
(4) 株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

本総会前日までの事前行使、当日出席の役員及び大株主の賛成により、各議案の可決要件を満たし、会社法上適

法に決議が成立したため、本総会当日出席の役員及び大株主以外の株主の賛成、反対及び棄権に係る議決権の数は

加算しておりません。

EDINET提出書類

日本管財株式会社(E04828)

臨時報告書

3/3


	表紙
	本文
	１提出理由
	２報告内容

